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要　　　　旨

本研究では山形県内の中学校並びに高等学校家庭科における調理実習指導の実態と相違
点を明らかにすることを目的として、中学校及び高等学校家庭科主任を調査対象とした質
問紙調査を実施した。調査内容は食生活に関わる学習の配当時間、調理実習・実験の題材
とそのねらい、調理実習指導に関する意識や調理実習の評価方法、調理実習指導方法など
である。
調査の結果、主に次の３点が明らかになった。１）中学校では高等学校に比べて食生活

領域の学習への配当時間が多かった。２）中学校家庭科の調理実習の内容は、１品調理や
切り方の練習が多かった。３）中学校家庭科の調理実習の評価方法は、高等学校に比べて
実技試験が多かった。以上から、中学校では食生活領域の学習を重視し、さらに、実技試
験を実施することで、生徒の調理技能の習得状況を明瞭化するとともに、切り方など基本
的な調理技能の習得を目標としていることが推察された。
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１　はじめに

日本人の食生活は多様化や簡便化が進み、各自が好きなときに好きな食事を手軽にとる
ことができるようになった（NHK放送文化研究所世論調査部、２００６）。一方で、家庭で調
理をする機会は減少しており、調理技能の低下が問題視されている。日本学術会議は「食
生活の教育」（２００８）で人間の一生における各ライフステージの食生活の現状と問題点およ
び、食生活に関する教育の現状について分析し、より効果的な食生活の教育のために「学
校教育において、家庭科教育で行われている食分野の教育および学校給食をより一層有効
に活用する必要がある。」と提言している。高校家庭科必修化以前の生徒を対象として行っ
た調査（中屋他、２００１）では、「学習してよかったこと」として、調理実習を記述する生徒
がもっとも多くいたことから、調理実習は生徒の関心が高く記憶にも残る授業、家庭科を
特徴付ける授業として位置づいている。また、食に関する情報の入手先は中学生、高校生
ともにテレビや家族、インターネット等に比べて家庭科が選択される割合が高く、食に関
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する知識の獲得においては家庭科教育の役割が大きいことが示唆されたと報告されている
（大森他、２０１５）。学習指導要領、とりわけ平成２０年改訂の中学校家庭科では衣食住の生活
に関する学習内容のうち「食生活と自立」が「衣生活・住生活と自立」とは分けて置かれ
るなど、食生活の学習が一層重視されている。すなわち、調理の知識や技能の習得、食文
化の伝承の機会は学校教育の家庭科が大きな役割を担うことが推察される。
中学校家庭科は、１９５８（昭和３３）年に「職業・家庭」を廃止し、必修教科「技術・家庭」

および、選択教科「家庭」が設置された。また、１９９８（平成１０）年改訂学習指導要領から
「技術・家庭（家庭分野）」は、男女必修となった。さらに、２００８年（平成２０年）年に改訂
された学習指導要領では、男女に共通の教育内容が保障された。しかし、中学校３年間の
授業時間は、１９７７（昭和５２）年改訂で２４５時間、１９９８（平成１０）年改訂で１０５時間、２００８
（平成２０）年改訂で８７.５時間（「技術・家庭」１７５時間、技術分野と家庭分野で半分ずつ）と
なった。学習指導要領改訂に伴う授業時間の減少により、学習内容の精選や学習方法の見
直しが必要となり、調理実習の授業時間数も削減することとなった。
高等学校家庭科は、戦後は選択履修とされていたが、１９６０（昭３５）年「家庭一般」４単

位を女子必修、男子選択とされた。１９８９（平成元）年の教育課程改定で男女共修の家庭科
が確立し男女ともに４単位必修となった。しかしその次の１９９９（平成１１）年学習指導要領
改訂では、生徒の多様な興味・関心等に応じて、「家庭基礎」（２単位）、「家庭総合」（４単
位）、「生活技術」（４単位）の内１科目を履修することになった。この改訂後、「家庭基礎」
（２単位）を履修する高校が多くなり、４単位必修（１４０時間）に比して半減した授業時間
数（７０時間）での学習内容精選が必要となった。
亀井他（２０１８）は、首都圏の高等学校家庭科教員対象調査の結果、食生活領域の指導時

間の削減率は他領域より低かったことや調理実習回数が増えると家庭で再実践する生徒が
増加することを明らかにしている。川嶋他（２００３）が小・中・高等学校の家庭科教員に調
理実習の学習目標について行った調査では、技能技術習得の位置づけは「時間を工夫して、
技能技術の習得が充分におこなえるようにしたい」の回答が３０.８%と最多であり、高崎他
（２０１２）による小学校、中学校、高等学校の調理実習の実態と課題を明らかにした全国調査
で、調理実習を行う際の問題点を４点法で得点化した結果、特に中学校（３.３１）と高等学
校家庭基礎（３．４７）を担当する教員の多くは、カリキュラム上の授業時数が少ないことを
あげていた。一方で技能技術の習得を中心においた調理実習観が根強く、技能技術の習得
を確実にするための工夫は積極的に行われているとはいいがたいことが報告されている
（高崎他２０１２）。特に技能技術習得観については学校種を問わず「実習中に技能技術を十分
習得できなくても、手作りの喜び、楽しさ、味のよさなどを味わわせればよい」という回
答がもっとも多く、約３割を占めたと報告している。石垣他（２０１８）は山形県内の高等学
校家庭科教員を対象に食生活学習の指導の実態調査を行った。その結果、調理実習・実験
の回数が減少傾向であり、調理の技能技術の評価を行う教師が少ないことを明らかにした。
このように、限られた授業時間数での調理実習の指導方法、技能技術習得に結び付く調

理題材の開発、食の科学的知識や食文化に結び付く学びとなる授業方法の検討が求められ
ていると考えられる。しかし、調理実習・実験の具体的な内容や料理名、調理技能の示範
の具体的なやり方を調査・把握した研究はこれまでみられない。限られた授業時間数の中
で、県内において系統的な学習を実施することは、学習の効率化と学習効果の向上を図る
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ことが期待できると考えた。
そこで本研究では、山形県内の中学校ならびに高等学校家庭科における調理実習指導の

実態および、中学校と高等学校の指導の相違点を明らかにすることを目的とした。

２　研究方法

２－１　中学校調査の対象者や時期、方法、内容
調査対象者は、山形県内の中学校９９校の家庭科主任である。調査時期は２０１８年８月～９

月であり、質問紙は郵送により配布ならびに回収した。３４校から回答が得られ、回収率は
３４.３%であった。家庭科主任を対象とする調査であるが、専任教員が配置されていない学
校もあるため、回答者には非常勤講師も含まれている。
調査内容は、①食生活に関わる学習の配当時間、②調理実習・実験の回数と実施学年・

時間、③調理実習・実験の内容とそのねらい、④調理実習題材選定上の重視点、⑤調理実
習指導の困難性、⑥調理実習目標の重視点、⑦調理技術の示範方法、⑧調理実習の評価方
法、⑨調理実習時の班編成の９項目である。

２－２　高等学校調査の対象者や時期、方法、内容
調査対象者は、山形県高等学校教育研究会家庭・福祉部会加盟の公立・私立高等学校５８

校の家庭科担当者である。調査時期は２０１６年７月～２０１６年９月であり、質問紙は郵送によ
り配布ならびに回収した。５８校中３２校から回答が得られた。
高等学校調査の内容は、家庭科主任対象に①家庭科の必履修科目と単位数、②食生活学

習の配当時間数、③調理実習・実験の指導時間と回数、④調理実習・実験の内容とそのね
らいを、家庭科担当者対象に①調理実習題材選定上の重視点、②調理実習目標の重視点、
③調理技術の示範方法、④調理実習の評価方法等である。

２－３　中学校と高等学校調査の比較方法
本報では山形県内の中学校と高等学校における調理実習指導の比較を行うことを目的と

し、高等学校のデータは２０１６年に筆者が行った山形県の高等学校家庭科教員対象調査（石
垣他、２０１８年：以下高等学校調査）の結果を用いることとした。
高等学校では普通教科「家庭」は「家庭基礎」（２単位）、「家庭総合」（４単位）、「生活
デザイン」（４単位）の３科目が設置され、うち１科目を選択履修している。高等学校調査
では、同一校でも学科によって履修科目が異なる場合はそれぞれ集計した。回答があった
３２校から、４９学科の回答が得られ、「家庭基礎」履修は４９学科中３３学科（６７．３％）、「家庭総
合」履修は１５学科（３０．６％）、「生活技術・生活デザイン」１学科（２．０％）であった。本報
では、このうち欠損値のない４３学科（「家庭基礎」３０学科、「家庭総合」１３学科）を分析対
象とした。また、高等学校調査の調理実習の評価方法、示範方法等は、調査対象者を教科
主任ではなく教員個人とし、回答した３８名全員を分析対象とした。
中学校調査と高等学校調査の調査項目は一部異なる内容もあることから、結果の比較検

討は同一の質問項目についてのみ行った。統計処理は（株）社会情報サービスのエクセル
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統計を使用してx2検定を行い、有意水準は５%とした。

３　結果および考察

３－１　食生活に関わる学習の配当時間
本研究では、中学校における食生活に関わる学習を「食生活領域」に限定せず、他領域

で実施されている食生活に関する内容も含めて食生活学習とした。その結果を表１に示し
た。中学校の食生活領域の平均配当時間は２６．３時間であった。これは、中学校家庭科３年
間の総学習時間８７．５時間の３０．１％にあたる。また、食生活の学習内容を家族・家庭生活領
域として行っている学校が１６校（４７．１％）や生活の課題と実践として扱う学校が１３校
（３８．２％）あった。食生活に関わる学習の配当時間の最大は３５時間、最少は１２時間であり、
偏りが大きかった。
表２に、食生活領域が総授業時間に占める割合の中学校家庭科と高等学校家庭基礎との

比較を示した。中学校でもっとも多いのは３０～４０％未満の回答で４１．２％、次に２０～３０％未
満が３２．４％であった。一方、高等学校家庭基礎では２０～３０％未満が７３．３％であった。食生
活領域が総授業時間に占める割合は中学校と高等学校家庭基礎では有意に差があり（ｐ＜
０．０１）、中学校は食生活領域の配当時間割合が多いことが明らかとなった。高崎他（２０１２）
が示した全国調査では、中学校でもっとも多かったのは３０％～４０％未満で５７．１％、高等学
校家庭基礎は２０～３０％未満が３９．８％だったことから、高等学校に比べて中学校の食生活領
域への配当時間割合が多いことは、山形県も全国調査と同様の傾向といえる。
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３－２　調理実習・実験の実施内容及び品数、実施内容のねらい
３－２－１　調理実習・実験の回数
調理実習・実験の回数の中学校家庭科と高等学校家庭基礎との比較を表３に示した。
中学校は平均５．０回、高等学校家庭基礎は平均４．０回であり、調理実習・実験の回数は、

中学校と高等学校家庭基礎では有意に差があった（ｐ＜０．０５）。高崎他（２０１２）が行った全
国調査で中学校平均は３．９回であったのに対し、本調査で５．０回と１回多かったのは、本調
査では食生活領域以外の領域で実施した調理実習を含めたことが一因と考えられた。

３－２－２　調理実習・実験を行う学年
表４に、中学校で調理実習・実験を実施する学年を示した。各学年で調理実習を行って

いる学校は１０校（２９．４％）であった。２年次に調理実習を複数回行う学校が多く、食生活
領域の学習は２年次に行う学校が多いことが推察された。３年次に行う調理実習は、豆腐
団子や手作りジャムなどの「幼児のおやつ」を取り上げたものが２１品中１７品と多く、「家
族・家庭生活領域」の学習の一環としての調理実習とみることができる。
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３－２－３　調理実習・実験の授業時間の取り方
表５に調理実習・実験の授業時間の取り方を示した。調理実習・実験の授業時間の取り

方は、中学校と高等学校家庭基礎で有意な差がみられた（ｐ＜０．０５）。中学校の調理実習・
実験は「１時間または２時間連続」の回答が多く、１時間授業と２時間授業を併用して実
施している学校が２０校（５８．８％）あった。この要因として中学校家庭科は「技術・家庭
（技術分野）」と同一時間帯に設定されているため、２時間連続の時間割編成になっている
ことが関係していることが示唆された。そのため中学校家庭科では、題材によって必要に
応じて１時間あるいは２時間を選択して実験・実習を実施することが容易であることが推
察される。一方、高等学校家庭基礎では１時間実施１５校（５０．０%）、２時間実施が１２校
（４０．０%）であり、１時間実施と２時間実施併用の回答はなかった。

３－２－４　調理実習・実験の内容
表６に、中学校の調理実習・実験の内容として得られた２２４品の料理名を「主食」、「主菜」、

「副菜」、「汁物」、「デザート」、「調理実験」、「切り方・皮むき」、「料理名なし」に８分類し
示した。
「主菜」の調理実習は９０．６％の学校で、「副菜」の調理実習は７０％の学校で実施されてい
た。「汁物」と「切り方・皮むき」は約６０％の学校で行われていた。中学校では肉、魚の生
鮮食品を扱うことが学習指導要領に明記されていることから、これらを食材として用いる
主菜が多く扱われていたと考えられる。
図１に調理実習・実験の内容として、出現回数の多かった料理名を示した。肉料理では

ハンバーグ、魚料理であるムニエル、きゅうりの多様な切り方が多く、これらは過半数の
学校で行われていた。
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３－２－５　調理実習・実験の内容
表７に中学校の調理実習・実験における授業時間毎の内容を、表８に高等学校の調理実

験・実習の内容を示した。中学校では１回の調理実習・実験では、１品の調理が４０．５％と
多かった。次いで、切り方・皮むきの練習やテストが１９．６％、２品が１７．２％であった。授
業時間の取り方別にみると、２時間以上の場合も１品のみの調理実習が多く、中学校では
１回の調理実習・実験において調理を１品とすることで、授業ごとに基本的な知識・技術
の習得をねらいとしていることが示唆された。
高等学校では、１品調理が１８．７％、２品以上の献立調理が６８．４％と多数を占めた。１時
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間の調理実習でも２品以上の献立調理が６８．８％だった。高等学校は、限られた時間内で応
用的な調理の知識や技術の習得が求められることが示唆された。高等学校において、応用
的な調理実習内容を実施するためには、中学校における基礎的知識・技能の定着や、小学
校・中学校・高等学校の系統的な実習内容の構築が必要であると推察された。

３－２－６　調理実習・実験のねらい
中学校における調理実習・実験の各題材の学習のねらいを自由記述により求め、回答数

が多いものを表９に示した。特に多かったのは「火加減」、「切り方」、「調理方法」、「包丁
の使い方」の４項目であった。「火加減」がもっとも多かったのは、ハンバーグと魚のムニ
エルのフライパン調理を多くの学校で実施していることが影響している可能性が考えられ
た。
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高等学校では、「和風だしの取り方」「炊飯」「食材に応じた切り方」が上位であった（石
垣他、２０１８）。和風だしの取り方、炊飯は和食献立には欠かすことができない調理技能であ
ることから、基本的な調理技能だけでなく、和食を基本とした献立作成技能の習得も考慮
した内容になっていることが示唆された。

３－３　調理実習題材の選定上の重視点
図２は、中学校における調理題材の選定上の重視点１３項目について、４つのカテゴリー

（「重視する」、「やや重視する」、「あまり重視しない」、「重視しない」）から１つを選択させ、
「重視する」と「やや重視する」の合計が多い順に並べたものである。なお、「重視する」
と「やや重視する」の合計が同じ場合は、「重視する」の数が多い順に並べた。
調理実習題材の選定上の重視点について、「重視する」と「やや重視する」を合わせた回

答がもっとも多かったのは「調理器具の扱い方などを身につけさせる」（１００．０％）、「食品
の選択の仕方・扱い方などを身につけさせる」（９７．１％）、「日常生活への応用がしやすい」
（９４．２％）の３項目だった。特に、「調理器具の扱い方などを身につけさせる」、「食品の選
択の仕方・扱い方などを身につけさせる」は、調理技能の中でも安全に調理を行うために
重要な基本的な技能であることから、安全に調理を行うために必要な知識を学習した後、
各調理技能を学習し、それを家庭でも実践できるように系統的な学習が実施されているこ
とが推察された。
学習指導要領解説（２００８（平成２０）年）では「地域の食文化について理解し、地域の食

材を用いた和食の調理が適切にできること」と明記されている。食文化的内容について確
認した結果、「地域の食文化を取り入れる」は「重視する」の回答が３番目に多かったこと
から、教員は中学校の調理実習において基礎的な調理の知識や技術だけでなく、地域の食
文化についても学習できる題材を取り扱いたいと考えていることが示唆された。
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３－４　調理実習指導の困難性
図３は調理実習指導の困難性について、設問８項目について４つのカテゴリー（「そう思

う」、「やや思う」、「あまり思わない」、「思わない」）から１つを選択させ、「そう思う」と
「やや思う」の合計が多い順に並べたものである。「そう思う」と「やや思う」の合計が同
じ場合は、「そう思う」の数が多い順に並べることとした。
「そう思う」と「やや思う」を合わせた回答が多かったのは「多くの生徒に対し指導をす
ること」（９４．１％）、「時間割の制約が大きいこと」（９１．２％）、「調理技術を定着させること」
（９１．２％）であり、いずれも９０％を超えていた。この結果から、多くの教員が少ない実習回
数において、基礎的な調理技術の習得の難しさを問題としていることが示唆された。現代
の日本は家庭における食が外部化（藤井他、２００１）しており、保護者が家庭で調理する機
会が減少している。そのため、児童生徒は家庭で調理する人を見習って調理する機会が減
少し、これらのことが調理技術の定着の難しさの１つの要因となっていることが考えられ
る。料理は繰り返し経験することで技術の定着が確実となることから、現代の生活環境に
見合った、ある程度焦点を絞った繰り返し学習の実践や取り扱う食材や定着させたい調理
技能の精選を行う必要性があることが考えられた。
「食品衛生・食中毒について理解させること」と「食文化・郷土料理に関心を持つように
指導すること」の２項目は「そう思う」と「やや思う」を合わせた回答は過半数を超えて
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いるが相対的には低く、比較的に難しいと感じていない内容であると推察された。中学校
学習指導要領（２００８（平成２０）年告示）では、食品衛生については「ア　基礎的な日常食
の調理ができること。また、安全と衛生に留意し、食品や調理用具等の適切な管理ができ
ること。」とある。小学校家庭科では、食品衛生について学ばないことから生肉・生魚の調
理は行わない。すなわち、中学校家庭科で初めて生肉・生魚を用いた調理を行うため、そ
の安全な取り扱いは重視して指導していることが推察される。また、食文化については
「イ　地域の食材を生かすなどの調理を通して、地域の食文化について理解すること。」と
あり、前述の食品衛生の観点と同様に「日常食の調理と地域の食文化の学習」として重要
な観点であり、教師らも指導が困難であるという認識は少ないことが示された。

)

３－５　調理実習の示範方法
調理実習の示範方法について複数回答可として尋ね、その結果を図４に示した。調理実

習の示範方法は、中学校と高等学校で有意な差があった（ｐ＜０．０５）。中学校では「実習中、
全員を対象に示範」が２７人（７９．４％）ともっとも多く、「全く示範なし」の回答がなかった
ことから、多くの教員が毎回何らかの形で示範していることが明らかになった。一方、高
等学校は「実習中、必要に応じて示範」が３１人（８１．６％）と多かった。
これは、中学校では生徒の調理技術は低く、「できない」ことを前提として指導するのに

対し、高等学校では生徒が基本的な調理を「できる」ことを前提として臨機応変に示範を
行っているのではないかと推察される。また、中学校・高等学校共に３割弱で事前学習時
に示範すると回答しており、調理実習を行う授業時間には生徒の活動時間を確保するため
の工夫と推察された。
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３－６　調理実習の評価方法
図５に調理実習の評価方法について示した。調理実習の評価方法は中学校と高等学校で

有意な差がみられた（ｐ＜０．０５）。調理実習の評価について複数回答可として尋ねたとこ
ろ、中学校では「ノートまたは学習プリントの記入状況」（８８．２%）、「実習中に調理作業を
観察する」（８８．２%）、「実技試験（切り方・計量など)を行う」（７９．４%）の３項目が高く、
授業中の観察と事後学習を総合的に評価し、さらに調理実習中に実技試験による技能評価
をしていることが明らかになった。中学校では生徒の調理技能の習得状況を明瞭化すると
ともに、切り方など基本的な調技能の習得を目標としていることが推察された。一方、高
等学校では、「ノートまたは学習プリントの記入状況」（９２．１%）、「指定した身だしなみの
準備ができたか」（８９．５%）、「実習中に調理作業を観察する」（７３．７%）の３項目が高く、
総合的な評価ではあるが技能の評価は行われていないことが特徴であった。中学校では
「技能」評価が定着していることが示唆された。
中学校家庭科は、学習指導要領における評価の観点が、１９９８（平成１０）年告示の「関心・

意欲・態度」「思考・判断」「技能・表現」「知識・理解」の４観点から、２００８（平成２０）年
告示では「関心・意欲・態度」「思考・判断・表現」「技能」「知識・理解」の４観点に再編
されている。「技能」が独立した観点とされたことが、中学校の評価方法に影響したことが
推察される。一方高等学校では、従前は全国高等学校家庭科食物調理技術検定が技能評価
の役割を担っていた。近年、その技術検定受験者数は減少しているが、独自の実技試験を
行わない傾向があると推察される。
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３－７　調理実習・実験時の班編成
中学校の調理実習・実験時の班編成について、「教師が指定する」、「生徒に決めさせてい
る」の選択肢から、回答（複数回答可）してもらい、表１０に示した。「教師が指定する」
（９１．２％）が大半を占め、「生徒に決めさせている」（２．９％）と「両方あり」（５．９％）はわ
ずかであり、教師が指定する学校が圧倒的に多かった。さらに、具体的な編成の仕方を自
由記述で求めたところ、「男女比」と回答した学校が１２校（３５．３％）あり、「男女混合」な
どの男女を組み合わせて班編成を行うという回答も含めると１８校（５２．９％）だった。「男女
別」と記述している学校は２校（５．９％）であった。多くの教師は、男女比が均等になるよ
うに意識して班編成を行っていることが示唆された。
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４　本研究の限界点

本研究の対象者は山形県に限られる。したがって、全国の人を対象としたときに同様の
結果が得られるのかはわからない。

５　まとめと課題

本研究により明らかになった内容は以下のとおりである。
1　食生活学習に関わる学習への配当時間は、中学校では３０～４０%未満の学校が４割強と
多かった。高等学校家庭基礎では２０～３０%未満の学校が７割と多いことに比べると、中
学校では食生活学習の割合が高かった。

2　調理実習・実験の回数は中学校では平均５．０回で高等学校家庭基礎の平均４．０回と比べ
て多かった。１回の調理実習・実験にあてる授業時間は、中学校では「１時間または２
時間連続」の回答が多かった。

3　調理実習の内容は、中学校では主菜と副菜、汁物が多く取り上げられることが多く、
主菜の肉の調理はハンバーグ、魚の調理はムニエルが多くの学校で取り上げられてい
た。また、中学校では「切り方・皮むき」が取り上げられることが多く、基礎的な技能
習得をねらいとしていることが明らかになった。

4　調理実習の示範方法は、高等学校では実習中必要に応じて行うことが多かったのに対
して、中学校では全員を対象に示範することが多いことが明らかになった。

5　調理実習の評価は、高等学校では実技試験を行うことが少ないのに対して、中学校で
は実技試験によって調理技能を評価していた。

6　「食文化・郷土料理に関心を持たせる指導」に困難を感じている人は少なく、調理実習
の題材選定時には「地域食材を用いた和食調理」は重視されているが、実際の調理実習
の題材選定には反映されていなかった。

これらの結果を受けて、以下３点を今後の課題としたい。
第一に、限られた時間内における技術の定着化を確実にするための調理実習内容の検討

を行う。
第二に、調理技能の評価方法について検討する。高等学校家庭科では技能習得を測る指

標として全国高等学校家庭科食物調理技術検定があるが、近年受験者数が激減している
（山形県高等学校教育研究会家庭・福祉部会研究委員会、２０１３）。その背景には限られた授
業時間内で調理技能の指導を行う困難さ等がある。本調査では実技試験をどのような内容
と方法で行っているか精査ですることはできなかった。中学校では限られた授業時間を実
技試験に充てることが適切かどうかを含めて考える必要がある。
第三に、地域の食文化・食材を活用した調理実習内容の検討である。これは、各学校段

階の調理実習指導目標に到達することができ、さらに各段階の難易度に見合った、地域の
調理題材の選定を行うことである。山形県を含め、東北におけるその他の県においても
様々な食文化が存在する。しかし、食文化を受け継いでいると認識している人は若年層ほ
ど少ないことから（平成２８年版食育白書、２０１６）、家庭科においてこれらを検討することに



山形県内の中学校および高等学校の
家庭科における調理実習指導の実態

３０５

７９

より、限られた授業時間を有効に活用し、各地域の特色を活かした中学校・高等学校にお
ける系統的な家庭科における調理実習の学習モデルを確立したい。
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Summary

The Comparison of Home Economics Cooking Practice Guidance
in Junior high and High School in Yamagata Prefecture.

ISHIGAK Kazue1, YAMAGISHI Azumi2

This study aims to clarify the actual fact and differences of home economics cooking 
practice guidance in junior high schools and high schools in Yamagata Prefecture.  The 
questionnaire survey was conducted on chief home economics teachers in junior high and 
high schools.  The contents of the survey were about the time assigned to the study of 
dietary habits, the subject and objective matter of cooking practice and experiment, 
awareness in cooking practice guidance, evaluation method for cooking practice, and 
method of cooking practice guidance.    
From the results of this survey, the following 3 points were clarified.  1) More time was 

assigned for the study of food lifestyle in junior high schools compared to high schools.  2) 
The contents of cooking practice in junior high school home economics were largely 
focused on cooking 1 dish and the practice of cutting skills. 3) When compared to that of 
high schools, the evaluation method of cooking practice in junior high school home 
economics consisted mainly of practical skill tests. From the above, it was suggested that 
the study of food lifestyle was emphasized in junior high school, moreover clarifies the 
acquisition of cooking skills by testing cooking skills, and aiming to acquire basing cooking 
skills such as how to cut.　

Keyword：home economics education,  cooking practice,  junior high school ,high school 
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